
令和６年度 法人本部事業計画書 

 概    要 

  今年度は、法人設立１０年を迎えます。今までの１０年の経験を活かし、また今後１０年の時

代に即したより良き運営ができるよう、再度法人理念を意識し、保育の質を堅持しながら乳幼児

期の育ちに支障がない様に、各事業所に対してできる限りのバックアップをしていきます。 

子ども家庭庁発信の「こどもまんなか」社会の実現に向けて、新たな政策も推進されることが

予想されます。しっかりと中身を見極めその内容を的確に捉え、必要な事業運営を展開していく

こと、また地域ニーズに即した運営を心がけます。福祉を取り巻く様々な変化にも対応していく

為の柔軟に動ける体制を作り、地域の子育ての拠点として地域住民の要望・期待に応えられるよ

う、行政からの要望があれば柔軟に対応し可能な限り応えていきます。 

地域の中の法人としての役割を今一度見つめなおし、共生社会を担っていきたいと考えます。 

  

【法人全体事業】 

（１） 安定的な法人運営の確立 

安定的な法人運営ができるよう、各事業所経営・人事労務管理等を短いスパンで考え、改善点  

は早急に見直しながら取り組んでいく。 

 財政基盤の安定化を図るため、各施設会計から法人本部会計へ繰入を行う。 

 各事業所の離職者が減少したこともあり、人件費率が高くなり経営を圧迫しつつある為、助 

成金等加算される収入項目を熟知し収入を少しでも増やし、支出もコントールしながら運営で 

きるようアドバイスを行っていく。 

（２） 利用児童の権利擁護 

子どもの養育に携わる法人役員をはじめ全職員が、子どもの人格・人権を尊重し、子どもたち

の最善の利益を最優先とする養育・支援を目指す。子どもの権利擁護について法人全体で法令順

守と倫理意識の高騰に努める。 

（３）各施設への内部監査を定期的に実施する。 

   各施設の内部監査を定期的に行い、５園の基本的な足並みをそろえる。また、本部と各施設の

連携を強化し情報の共有化と施設運営の適正化に努める。事務会計についても、定期的な連絡会

を開催し、適切な業務の遂行を図る。 

（４）各施設幹部職員等との定期的な意見交換会を実施する。 

   各施設との情報交換、また本部としての統一事項の確認、各職種（栄養士・看護師・保育士等）

毎の意見交換等を積極的に行い、全体的なレベルの底上げを行う。５事業所がある利点を生かし

た合同での取り組みを増やし、各事業所においても刺激ある運営ができるよう促していく。集合

会議が難しい状況ではオンラインを利用して会議を実施していく。 

（５）職場環境の整備 

  優秀な人材を確保するためにも、「魅力ある職場、働き甲斐のある職場づくり」を法人全体で 

考え、その内容をパンフレットや動画作成等、外部に対して積極的にＰＲしていく。 

また、ライフワークバランス(仕事と生活の調和)にも配慮した環境整備に努め、家庭も大切に

してもらえる労働環境を堅持する。 

 新卒者採用に際して、就職報奨金を１年間支給し、社会人１年目の新生活スタートがスムーズ

に送れるような対策をとり人材確保に繋げる。 

 法人全体の離職率を１０％以内にするよう、各事業所に努力を促す。 

 



（６）男性の育児休業取得促進 

男性職員も、育児をする労働者として仕事と家庭を両立して働きやすい職場環境を整備する。 

（７） 福利厚生 

ベネフィットワンと契約し、福利厚生の充実を図る。加入対象者は、週２０時間以上勤務 

者とする。 

健康診断についても、対象職員の範囲を週２０時間以上勤務者とする。 

他事業所との、意見交換また親睦を深める機会を設け、全職員で法人全体を支えているとい 

う意識を持っていく。 

（８） 資格取得のための支援 

職員のやる気を伸ばす為、各資格取得の申し出があれば、できる限り支援する体制を 

とる。特に認定こども園については、幼稚園教諭資格未取得者の資格取得支援を推進する。 

（９） 行動計画の内容拡充 

女性労働者の就業上の悩みなどの解決に相談窓口を設置、また、所定外労働時間削減の為、 

月２回ノー残業デーを実施する。 

（１０）年次有給休暇の取得促進 

有給休暇がとりやすい職場環境を確保し、８割以上の取得を目標とする。 

（１１）プラチナくるみんマークの継続 

「子育てサポート企業」として厚生労働省が認定する「プラチナくるみんプラス」の認定を 

受けたが、この水準を継続的に維持していく。 

（１２）地域貢献の可視化 

社会(地域)貢献活動を、地域ニーズに即しまた法人の特色が生かせるような形で提供して 

いく。 

(１３) 業務省力化（電子化）の推進 

    事業所内保管場所の省スペース化、労務管理・経理業務の効率化、コスト削減、環境問題の 

配慮等も考え、少しずつ移行できる準備を進めていく。 

（１４）法人設立１０周年記念式典 
    今年度、法人設立１０年の節目に当たるため、各事業所同志の交流を深める。今回は、日頃 

より支えて頂いている法人の役員（理事・評議員・監事）様も招き１０年を振り返る。また 
、法人全体で一致団結しこれからの法人運営を行う糧にしていく。 

 

【法人本部事業】 

（１） 職員の資質の向上 

 法人・施設の運営の根幹は職員であることから、職員の能力と資質の向上を図るため、外部

の研修会、オンライン研修へ積極的に参加させる。 

（２） 理事会･評議員会等の開催 

必要に応じて理事会、評議員会、評議員選任･解任委員会を開催する。 

     また、各事業所の情報を役員の方に知ってもらうため、定期的（月に１回）に、広報誌を 

配布する。 

 


